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代表取締役 遠藤保弘様

団地内常駐役員・従業員 人数調査協力のお礼とご報告

団地内の常駐役員・従業員数調査を毎年２回行って

おります。いつもご協力ありがとうございます。

・令和5年10月1日（カッコ内4月1日）付け人数
男性 482（465）名 役員 27（ 29）名
女性 352（346）名 合計 861（840）名

令和５年度三島市技能功労者として表彰

されました。

近和電業㈱ 電気工事 今瀬 誠様

㈱神田工務店 大工職 石川 伸治様

救命講習を行いました
令和５年11月10日に組合会館2階にて富士山南東消防本部とボランティア

さんにご協力いただき救命講習を行いました。突然、心臓や呼吸が止まっ

てしまった人を救うため救急車が来るまでの間に行う一時救命措置となる

胸骨圧迫やAEDの使い方を学びました。

皆さん、真剣に取り組まれ最後は全員でき

るようになりました。

後日、消防本部より救命講習修了証が発行

AEDは倒れた人の胸に電気パッドを貼れ

ば電気ショックが必要かどうか音声メッ

セージで教えてくれるため、医療知識が

なくても簡単に使えるものです。

男性１１名、女性6名の方々にご参加いただ

きました。

胸骨圧迫は胸の真ん中を

強く（約5センチ沈み込むまで）

速く（1分間に100～120回のテンポ）

三島商工会議所ニュースBE・ME１１月号の特集つなぐ三島より‘準備はできていますか？電子取引データの保
存方法をご確認ください（電子帳簿保存法）’のページを抜粋して団地だより55号と共に配布いたしますのでご参
考までにどうぞご覧になってください。

おめでとうございます！



例１「３」　3→10→5→16→8→4→2→1　7回の計算
例２「11」　11→34→17→52→26→13→40→20→10→5→16→8→4→2→1　13回の計算　
途中から例1と同じ計算が出てくる。　コンピューターを用いて2.95x10(24乗)まで確認されています。
正しいか正しくないかは、「証明する」か「範例をあげる」ことになりますが、まだできていません。

2021年7月，とある日本企業が，コラッツ予想に1億2000万円の懸賞金をかけると発表しました。
数学の未解決問題にかけられている懸賞金としては，史上最高額だそうです。夢がありますね。

NHK総合　パンサー尾形貴弘が数学の難問を大真面目に解説する「笑わない数学」より

インボイス制度・電子帳簿保存法 研修会開催

「インボイス制度」が開始して、２ヶ月が経ちました。

請求業務におけるインボイス制度対応の状況はいかが

でしょうか？

また電子帳簿保存法も２０２４年1月から義務化がスター
トします。電子データで授受した請求書などは電子デー

タのまま、いくつかの要件を満たす形で保存しなければ

なりません。

本年10月1日よりインボイス制度（適格請求書等保存方式）がスタートしました。
昨年の9月29日インボイス制度及び10月5日電子帳簿保存法の研修に引き続き同制度と対策について、
静岡県中小企業団体中央会様の支援をいただき講師に株式会社 経営クリニック 大嶽公認会計士・税

理士事務所 大嶽貴宏氏のもと研修を実施、さらに理解を深めることができた事と思います。同制度実

施までには何度となく改正が行われ、判りやすくなったとは故、移行後も試行錯誤されていると思います。

２０３０年に２０１３年度より46%削減

最近話題の「カーボンニュートラル」とは。
温出効果ガスの「排出量」と「吸収量」を均衡させることです。

「排出を全体としてゼロにする。」とは、二酸化炭素をはじめとする温出効果ガスの人為的な「排出量」

から、植林・森林管理などによる人為的な「吸収量」を差し引いて、合計を実質的にゼロにすることを意

味します。

詳しくは、環境省のHP「脱炭素ポータル」を検索。

数の遊びです。 コラッツ予想

中高生でも理解できそうな簡明な主張にもかかわらず、８０年以上も多くの数学者が頭を悩ませる「難しい問題」であり、

時折進展があったとかいう話しを耳にしますが、正しいか正しくないかは未だ不明です。

正の整数が、奇数ならば3倍して1を足す。偶数ならば２で割る。これを繰り返すと、いずれ1になるといえます。

取組は

企業は

国民は


